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これでも原発推進を続けるのか 
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 福島第⼀原発事故から１３年、節電による電⼒需要の減少と再⽣可能エネルギー、特に太
陽光発電の⼤幅な普及により、原発再稼働が進まない現状でも、⽇本は冷暖房を使わない季
節を中⼼に電気が余るようになった。朝⽇新聞（2024 年 2 ⽉ 10 ⽇）の集計では、２３年度
に出⼒制御（発電量と使⽤量のバランス調整のために発電を⼀時的に⽌めること）により捨
てられた電⼒量は１９・２億キロワット時と急増し、これは約４５万世帯分の年間消費電⼒
量に相当する。 
 出⼒制御は、⽇本では最初に⽕⼒発電を⽌め、次に太陽光・⾵⼒発電を⽌め、原⼦⼒と⽔
⼒・地熱には⼿をつけない。そのため電⼒⾃由化で全国に誕⽣した新電⼒事業者は、出⼒制
御の急増により、せっかく発電した電気が売れなくなっている。また電⼒会社による再⽣可
能エネルギーの２３年度の買取り価格は、化⽯燃料価格の上昇が影響して２２年度の価格
の４割に急減している。これらによって経営が圧迫され、事業の存続が危ぶまれる業者が出
てきている。これは脱炭素の世界の潮流に逆⾏する事態である。なお、フランスでは原発も
出⼒制御の対象となっているのだから、⽇本でも原発の出⼒調整を⾏い、再⽣可能エネルギ
ー育成を強化すべきである。 
 このように電気が余る時代に、安価になった再エネの普及拡⼤を犠牲にしてまで⾼価な
原発を優先する合理的な理由はどこにもないが、それ以上に⽇本の原発はとても推進を掲
げられる状況にない。たとえば、未だに廃炉の⾒通しもたたない福島第⼀原発では、今年２
⽉にも汚染⽔浄化装置から⾼濃度の放射性物質を含む⽔漏れが発⽣し、この期に及んで作
業⼿順や安全対策を定めた「実施計画」違反が指摘されている。 

また、⽇本原燃の六ケ所再処理⼯場は今年１⽉、２７回⽬となる完成延期を発表し、計画
継続の合理性はなく、原発を稼働させても使⽤済み燃料の⾏き場がない状況がいつまで続
くのか、もはや誰にも分からなくなっている。核燃料サイクルはとうの昔に破綻しているの
である。さらに核廃棄物の最終処分場に⾄っては、名乗りを上げている候補地はあるものの、
現時点で知事が受け⼊れ反対を表明している以上、概要調査にもこぎつけられないだろう。 
 そしてこの国で、原発の稼働をもっとも⾮合理なものにしているのが東⽇本⼤震災をは
じめ各地で続く地震である。今年元旦、震度７を記録した能登半島地震では、⼟地の烈しい
崩落や隆起により、半島のいたるところで道路が⼨断され、⾃衛隊も他府県の消防隊もすぐ
には救援に⼊れなかった(中⽇新聞 2024 年 3 ⽉ 5⽇)。発⽣から８⽇⽬で、なおも２４地区
３千⼈超が孤⽴状態だったとされる。被害が⼤きかった珠洲市に原発を設置する計画はか
ろうじて地元住⺠の反対で実現しなかったが、僥倖だったと⾔わざるをえない。 
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今回の地震のとき停⽌中だった北陸電⼒志賀原発で、外部電源５系統のうち２系統が失
われるに留まったのも偶然にすぎない。もし放射能漏れ事故が起きていたら、唯⼀の避難路
である県道も通⾏できず、３０キロ圏内に住む１５万⼈の住⺠の多くが逃げられなかった
だろう。また多くの家屋が倒壊していたために屋内退避も出来なかった⼈たちがいたのだ
から、放射性物質が拡散するなかで住⺠はまったく為すすべがなかったことになる。 

これは、原⼦⼒災害時の住⺠保護の⼤前提があっけなく崩れたことを意味する。能登半島
と同様に地震で孤⽴する恐れのある地域は、内閣府（防災担当）の調査（２０１４年１⽉２
２⽇発表）では中⼭間地を中⼼に全国で２万カ所に上る。もしもの場合に避難も退避もでき
ない究極の悪夢を幻視させた能登半島の経験を、地震国に住むわれわれ全員が共有しなけ
ればならない。 

それでも原発依存・推進を続けるというのであれば、再⽣可能エネルギーの開発・利⽤に
ついて諸外国との差はますます拡⼤し、解消できなくなるだろう。原発の再稼働、新増設や
40 年までだったはずのものを 60 年超まで運転するなどという政策は直ちに撤回すべきで
ある。 
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